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令和８年６月３０日 

 

 

令和８年度国立研究開発法人建築研究所調達等合理化計画 

 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年５月２５日総

務大臣決定）に基づき、国立研究開発法人建築研究所（以下、「建築研究所」という。）は、

事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律

的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、令和８年度国立研究開発法人建築研究所調

達等合理化計画を以下のとおり定める。 

 

 

１．調達の現状と要因の分析 
 
（１）令和７年度の契約状況 
 建築研究所における令和７年度の契約状況は、表１のようになっており、契約件数は62
件、契約金額は8.4億円である。また、競争性のある契約は48件（77.4％）、7.6億円（90.5
％）、競争性のない契約は14件（22.6％）、0.8億円（9.5％）である。 
令和６年度と比較して、契約件数は減少（46件、42.6％減少）し、契約金額は減少（4.1
億円、32.8％減少）しているが、これは規程改正により少額随意契約の基準額が引き上げ
られたことによるものであり、契約件数及び契約金額の単純比較は困難となっている。こ
れに対し、競争性のある契約の割合は件数ベースで上昇している。なお、金額ベースでは
やや低下しているが、これは大型の発注案件が少なかったことなどによるものである。 

 

 表１ 令和７年度の建築研究所の調達全体像 

                                         （単位：件、億円）  

 
令和６年度 令和７年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

 競争入札等 (60.2%) 
65 

(70.4%) 
8.8 

(64.5%) 
40 

(70.2%) 
5.9 

(△38.5%) 
△25 

(△32.9%) 
△2.9 

 企画競争・ 

 公募 
(12.9%) 

14 
(21.6%) 

2.7 
(12.9%) 

8 
(20.2%) 

1.7 
（△42.9%) 

△6 
(△37.0%) 

△1 

 競争性のある 

 契約（小計） 
(73.1%) 

79 
(92.0%) 

11.5 
(77.4%) 

48 
(90.5%) 

7.6 
(△39.2%) 

△31 
(△33.9%) 

△3.9 

 競争性のない 

 随意契約 
(26.9%) 

29 
(8.0%) 

1 
(22.6%) 

14 
(9.5%) 

0.8 
(△51.7%) 

△15 
(△20.0%) 

△0.2 

合 計 (100%) 
108 

(100%) 
12.5 

(100%) 
62 

(100%) 
8.4 

（△42.6%) 
△46 

（△32.8%) 
△4.1 

（注1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）比較増△減の（ ）書きは、令和７年度の対令和６年度伸率である。 

（注 3）件数及び金額には、共同調達における他機関契約分を含む。 

（注 4）公募とは、参加者の有無を確認する公募手続をいう。 

（注 5）令和７年度の件数及び金額は、少額随意契約の基準額引き上げ後の数値である。 

 
（２）令和７年度の一者応札・応募の状況 
  建築研究所における令和７年度の一者応札・応募の状況は、表２のようになっており、
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契約件数は24件（50.0％）、契約金額は5.3億円（69.7％）である。 
令和６年度と比較して、規程改正の影響により一者応札・応募による契約の割合が大

幅に減少（件数は△4.4％の減、金額は△13.8％の減）している。これは、①発注案件に
おいて、発注内容の特殊性・専門性が高い案件が多く、対応可能な事業者が限られた ②
予算措置された時期が年度後半になった案件において、十分な履行期間を確保できなか
ったなどが主な要因である。  

 

表２ 令和７年度の建築研究所の一者応札・応募状況    

（単位：件、億円） 

 令和６年度 令和７年度 比較増△減 

２者以上 件数 36(45.6%) 24(50.0%) △12(△33.3%) 

金額 1.9(16.5%) 2.4(31.5%) 0.5(26.3%) 

１者 件数 43(54.4%) 24(50.0%) △19(△44.2%) 

〃(公募除き) 37(50.7%) 22(47.8%) △15(△40.5%) 

金額 9.6(83.5%) 5.3(69.7%) △4.3(△44.8%) 

〃(公募除き) 8.0(80.8%) 4.5(66.2%) △3.5(△43.8%) 

合 計 件数 79(100%) 48(100%) △31(△39.2%) 

〃(公募除き) 73(100%) 46(100%) △27(△37.0%) 

金額 11.5(100%) 7.6(100%) △3.8(△33.0%) 

〃(公募除き) 9.8(100%) 6.8(100%) △3.0(△30.6%) 

（注1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注2） 合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。  

（注3） 比較増△減の（ ）書きは、令和７年度の対令和６年度伸率である。  

（注 4） １者以下、合計欄中(公募除き)とは、参加者の有無を確認する公募手続を除く数である。 

（注 5） 令和７年度の件数及び金額は、少額随意契約の基準額引き上げ後の数値である。 

 

 

２．重点的に取り組む分野 

上記１の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、引き続き少額随契を除く全て 

の分野について、それぞれの状況に即した調達の改善及び事務処理の効率化に努めるこ 

ととする。 

 
（１）応札者の拡大による複数応札の確保に向けた取組の実施 
  建築研究所は住宅・建築・都市分野における高度な研究開発を行っており、その調達内
容についても高度な専門性や特殊性が求められることから、対応可能な業者が限られる場
合がある。このような特性を踏まえつつ、実質的な競争性を確保する観点から、可能な範
囲で応札者の拡大を図り、複数応札の確保に努めるため、引き続き以下の取組を行う。 
①事前・事後チェックの実施 
・発注担当者は、発注手続き開始前に「事前チェックシート」を作成し、応札可能業者
を増やすための様々な措置を執ることができているか確認する。 

・理事長を委員長とする契約審査会において、発注担当者が作成した「事前チェックシ
ート」の内容を審査する（事前点検）。 

・発注担当者は、一者応札・応募となった案件について原因を分析し、「事後チェック
シート」にその結果等を記載する。 

②アンケート調査の活用 
一者応札・応募となった案件の、原因分析にあたり、応札しなかった業者への定型

的なアンケート調査を行い、得られた知見については、類似案件における仕様設定や
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参加要件等の検討に活用する。 
③発注予定情報の公表及び調達情報メールの配信 
・業者が応札に向けた準備を前倒しできるよう、年度の開始前に、建築研究所のホーム
ページにて年間の発注予定情報を公表する。 

・事前登録した業者に対して、入札公告（公示）の開始と同時に、発注案件の件名及び
参加表明書の提出期限を記したメールを速やかに配信する。 

 

（２）他機関との共同調達の実施 

経費節減及び事務合理化の観点から、つくば５機関（国土技術政策総合研究所、国土地

理院、気象研究所、国立研究開発法人土木研究所及び建築研究所）において実施している

以下の共同調達については、昨年度までの実績を踏まえ、令和８年度においても引き続き

実施する。 

・コピー用紙、トイレットペーパー、事務用消耗品、ＯＡ用消耗品、物品運送、施設管

理・運営業務（保全業務、警備業務、清掃業務）、植栽整備その他業務 

併せて、既存の調達の内容に変更が生じる場合や、新たな調達項目が現れた場合には、

共同調達の実施について速やかに検討する。 

 

（３）ぺーパーレス化の実施 

引き続き印刷費用の削減に向けた役職員への意識啓発（白黒印刷や両面印刷等の推奨）

に努める。 

また、印刷枚数削減の観点からポスターの掲示、所内会議等におけるタブレットの活用

など、ペーパーレス化の取組を引き続き実施する。 

 
（４）調達事務のデジタル化の推進 
  調達事務の効率化及び事業者の負担軽減等を図るため、調達事務のデジタル化を推進す
る。あわせて、電子入札システムの導入については、引き続き検討を行う。 

 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底 

 

（１）随意契約に関する内部統制の確立 

   随意契約を締結する必要がある案件については、以下の手順を経る内部統制の下、必要

な手続きを引き続き行う。 

  ①事前に契約審査会に諮る 

  ②会計規程における「随意契約によることができる事由」との適合性を確認 

   ※ 知的財産権のうち商標権については、随意契約の理由とはならない事に留意する

ものとする 

  ③より競争性のある調達手続の実施の可否等の観点から審査を行う 

 

（２）不祥事発生の未然防止・再発防止のための取組の実施 

  ①コンプライアンス研修等の実施 

  ・コンプライアンスの意識の啓発及び向上を図り、関連知識の定着をより確かなも

のとするため、全役職員を対象としたコンプライアンス研修を複数回実施する。

なお、対象者全員の受講に向け、web を併用した後日受講を可能とするとともに、

未受講者へのフォローアップを行う。また、受講後のアンケートを実施し、更な

る改善に努める。 

  ・役職員等のコンプライアンスの意識向上のため、ポスターの掲示、役職員等に対
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し理事長メッセージの発出やコンプライアンス携帯カードの配布等を行う。 

  ・新規採用職員等を対象とした講習会を開催し、適正な契約事務手続きについて周

知徹底を図る。 

   ②研究費の適正使用に係る講習会等の実施 

  ・新規採用職員等を対象とした講習会及び定例会議において、研究費の適正な使用

に関する説明を行う。 

  ・研究費の適正使用に係る意識の啓発及び向上を図るため、過年度に実施したアン

ケート結果を踏まえ、より効果的な受講科目を選定し、引き続き研究者をはじめ

とする全役職員を対象にｅラーニングを活用した講習を必修として実施する。実

施にあたっては、未受講者を把握し受講を促すなど、対象者全員が確実に受講す

るための取組を行う。また、受講後のアンケートを実施し、更なる改善に努める。 

 

（３）適正な事務執行のための取組の実施 

  「会計・契約事務の分かりやすいマニュアル（Ｑ＆Ａ）」について、制度改正等があ

った場合はその内容を適時反映させるとともに、利用者目線でより使いやすいマニュア

ルとなるよう検討を行う。 

 

 

４．自己評価の実施 

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価

の一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大臣の評価

を受ける。主務大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・策定等

に反映させるものとする。 

 

 

５．推進体制 

 

（１）推進体制 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、理事長を総括責任者とする調達等合

理化検討会により調達等合理化に取り組むものとする。 

総括責任者   理事長 

副総括責任者  理事 

メンバー    研究総括監、総務部長、企画部長、総務課長、職員課長、 

会計課長、企画調査課長、情報・技術課長 

 

（２）契約監視委員会の活用  

外部有識者及び監事によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己評

価の際の点検を行うとともに、これに関連して、理事長が定める基準に該当する個々

の契約案件の事後点検を行い、その審議概要を公表する。 

 

 

６．その他 

調達等合理化計画及び自己評価結果等については、建築研究所のホームページにて公表

するものとする。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理化

計画の改定を行うものとする。 


